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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）
平成２６年度統括研究報告書

墓地埋葬行政をめぐる社会環境の変化等への対応の在り方に関する研究

　　　　　研究代表者：浦川　道太郎　　早稲田大学法学学術院教授、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益社団法人　全日本墓園協会特別研究員

要約　多死社会を迎えるわが国であるが、平成２４年４月、墓地経営等の権限がすべての市区
に委譲されるという大きな局面を迎えた。公共の福祉に資するための墓地行政として、地方
自治体はどのような基準や方向性をもって、新たな方策を取り得るのだろうか。個々の地域
における墓地ニーズをふまえながら、今後も人口減少状態が続くことを考慮し、見直すべき
課題とその対応策（広域による共同連合の方向性等）を明らかにする。

１　研究の概要

�　墓地埋葬行政は、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律
の整備に関する法律」（平成24年４月）により、墓地経営等の権限がすべての市区に委譲された。
住民に対しより身近な行政主体によって運営されることとなり、地方公共団体は地域の実情にき
め細かに対応した行政運用が求められる。また墓地埋葬では、様々な住民の意識、宗教的な感情、
私権と、公衆衛生等の公共の福祉との調和を図らなければならない。これらの問題の対応には、
環境や都市計画行政、まちづくり等、他の行政部門との調整・連携の必要性がある。
�　平成２５年度の特別研究事業では、墓地の許可に際して、周辺住民との調整、環境・都市計画・
まちづくりとの調整、用地の取得・立地条件等ごとの各地方公共団体の対応策に検証を加え、ど
のような対応策が有効なのかをまとめたが、ここでの議論は墓地の許可にかかわる問題に留まっ
た。
�　こうした問題に加え、各々の地方公共団体には墓地を提供する第一義的な責務が委ねられてい
る（地方公共団体が参照できる直近の国の知見である「墓地経営・管理の指針」（平成１２年１２月
６日付生衛発第１７６４号厚生省生活衛生局長通知、「2－(2)」等に拠る）。
�　即ち、地方行政は墓地の許可を行うと共に、墓地の供給主体でもあり、両側面からの議論の必
要性が浮かび上がった。
�　このため、墓地埋葬をめぐる環境の変化の中、本研究においては、地方公共団体が地域で直面
する種々の課題とこれらに対する対応について、
　①�　公営墓地の供給状況：公営墓地と民営墓地、各々、行政施策上、何らかの調整・整合性に
留意しているか否か。

　②�　とりわけ、公営墓地においては多様な形態の施設（いわゆる「合葬墓」、樹木葬やなど）
が設けられている。本研究ではこの実態を明らかにし、公営墓地の供給のあり方の多様化が、
社会環境の変化等に応じ、これを的確に反映させたものとなっているかを検討する。
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　③�　他方で民営墓地（の許可の申請）にどのように対応しているかを調査、集約・整理し、こ
れらの態様や関係性を分析する。　　

�　以上の検討を通じ、各地方公共団体が、地域の実情に即した許可と供給についての整合性をも
ちながら墓地埋葬行政を円滑に進めるための基本的な視座や知見（資料の集積を含む）を得る。

　研究分担者
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２　研究目的

　「墓地、埋葬等に関する法律」施行後６５年が経過し、社会環境の変化のなか、墓地埋葬行政
をめぐる各地方公共団体が直面する課題と対応策について検討する必要性が出てきた。
本研究では、平成２５年時の特別研究「地方公共団体の墓地の許可条例の整理（許可条件の整理
と類型化）」の成果に基づき、各地方自治体の行政施策を分析し、下記３点を軸に、環境変化及
び地域の実情に応じた各地方公共団体の墓地埋葬行政の運用に資するために、各地方公共団体が
直面する課題と対応策の整理・分析を行う。
　①�　民営墓地の許可に高い制約を求める行政施策の実施：墓地需要数を満足させ得るだけの公
営墓地の供給しているのか。

　②�　民営墓地の許可を行う行政施策の採用：許可に際し、具体的にどの様な条件を設けている
のか。

　③�　公営墓地と民営墓地の役割分担の必要性に関して、地方自治体の基準、考え方の違いを明
らかにし、どの様な条件下において、新たな方策（無縁改葬等の再整備、合葬墓、樹木葬等・
その他）の採用が可能となるのか。

３　研究方法

　①�　地方公共団体を対象としたアンケート調査と情報収集を行い、整理・分析を行う。
　　・墓地埋葬行政における課題と対応に関する情報収集
　　・各地方公共団体における許可条例と供給されている公営墓地の調査
　②�　アンケート結果をふまえ、参考となる対応事例を有する地方公共団体の担当者に対し、地
方公共団体に対するヒアリング調査（制度的な対応の内容、これらの検討の経過、調整や住
民等への説明の過程、課題や苦慮した点および課題克服のためのポイント、他行政との関係、
対応後の反応等）の実施。

４　研究結果考察

　①�　墓地埋葬行政における課題と対応に関する情報収集として、全国47都道府県別に「今後、
必要とされる墳墓等施設に関する値」の将来推計を行った。本報告書では、既往の算定方法
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のなかから、数多くの報告書等で用いられ、一定の検証・評価がなされている２つの方法を
用いた。

　　�　人口減少が顕著な道府県における状況では、死亡者が発生しても、火葬、納骨を行う同居
人が存在していない状態が既に顕在化している。現在、人口が集中している都府県において
も、20年後の将来、2050年には同様の状況に至ると想定されることが明らかとなった。

　②�　各地方公共団体の許可条例と供給されている公営墓地の実態を明らかにするために、公営
墓地の現状とその使用規則（使用条例）についての調査を行った。特に公営墓地においては、
昭和23年以降からこれまで、「墓地経営一管理の指針等について」（平成12年12月６日生衛発
第1764号）（以下「指針等」と略）をはじめとする、厚生労働省（旧「厚生省」時を含む）
の方針「墓地経営主体は、市町村等の地方公共団体が原則」が貫かれてきた。しかし、調査
によって、三分の一近くの「市」では公営墓地が整備されていないことが明らかとなった。
昨年の研究においても、公営と民営（墓地）との役割分担の必要性を指摘したが、その課題
の重要性がさらに確認された。

　③�　公営墓地において定められている使用規則（使用条例）は、［指針等］で示されている「墓
地使用権型標準契約約款」と必ずしも整合性が認められなかった。碓かに公営墓地における
使用権の発生は契約に拠るものではないが、その経営一管理の実態は民営墓地と大きく変わ
るものではない。よって、個々の地域における墓地ニーズをふまえながら、今後も人口減少
状態が続くことを考慮し、常に見直すべき課題～たとえば、管理料を一括して徴収すること
の妥当性・合理性について、など～に取り組むべきである。

　④�　地方公共団体でのヒアリングの結果、次のことが導かれた。
　　・�個人墓や共同墓地については、一貫して抑制的な対応が墓地行政の施策とされてきた（「個

人墓地の疑義について」（昭和27年10月25日衛発第1025号等に拠る）。
　　・�都市部以外の地方での公営墓地の経営・管理において、並行して考慮されるべきなのは、

宗教法人や公益法人による民営墓地ではなく、むしろ個人墓や集落・共同墓地としての民
営墓地である。

　�　よって、公営墓地の経営・管理においては、個人墓や集落・共同墓地の存在を前提とした合
理的な行政施策の確立が求められる。

５　結論

　墓地埋葬等をめぐる状況は地域によって異なるとはいえ、少なからぬ地方公共団体において、
公営墓地の整備が行われていない実情が明らかとなった。墓地設置に対する周辺地域の住民の意
識を考慮すると、個人墓や集落・共同墓地の存在を前提とした合理的な行政施策の確立が求めら
れる。
　以上をふまえ、地域の墓地ニーズを把握した上で、既存のコミュニテイを基盤とした墓地をい
かに行政施策に取り入れるか、今後の対応を考えていく必要がある。




